2014年人事院・人事委員会（道・札幌市）勧告・報告比較
	
	人事院
	北海道人事委員会
	札幌市人事委員会

	２０１４改定
	俸給表
	較差
	0.27%（1,090円）
	0.25%（998円）
	△0.04%（△151円）

	
	
	改定率
	0.3%
	0.22%
	改定なし

	
	
	配分方法
	若年層に重点を置いて改定

１級の初任給を2,000円引上げ
	若年層に重点を置いて改定し、高齢層は据え置き
人事院勧告同様
	－

	
	一時金
	民間支給割合
	4.12月
	4.07月
	4.10月

	
	
	引上げ月数
	0.15月（4.10月）
	0.10月（4.05月）
	0.15月（4.10月）

	
	
	配分方法
	勤務実績に応じた給与を推進するため引上げ分を勤勉手当に配分
	勤務実績に応じた給与を推進するため勤勉手当を引上げ。上位区分原資0.015は変更せず
	引き上げ分は人事院勧告の内容を踏まえ、勤勉手当に配分

	
	通勤手当
	交通用具使用者に係る通勤手当について民間の支給状況等を踏まえ、使用距離区分に応じて100円から7,100円までの引き上げ改定
	民間の支給状況や人事院勧告の内容を踏まえ引上げ
距離区分ごとの支給額は別途、人事委員会で審議・決定
	国及び市内民間事業所の支給状況等を考慮し、引き上げ（使用距離区分に応じて100円から7,100円までの改定）

	給与制度の総合的見直し
	
	勧告
	勧告
	勧告

	
	俸給表（給与表）の見直し
	平均２％の引き下げ。１級及び２級の初任給に係る号俸（12号俸まで）は引き下げなし。

３級以上の高位号俸は50歳台後半層における官民の給与差を考慮して最大４％引き下げ。
	初任層及び医（一）適用医師を除き給料表を引き下げ（人事院勧告同様平均２％、50歳台後半層の職員が多く在職する号俸を最大４％引き下げ）
	高齢層の給与水準を引き下げる一方、初任給を中心とした若年層の給与水準を引き上げるなど、世代間の給与配分の見直し

	
	
	勤務成績に応じた昇給を確保するため５級・６級に８号俸増設。
	40歳台や50歳台前半層の職員に対して勤務成績に応じた昇給機会を確保する観点などから、所要の号俸の増設を行う必要がある。（４・５・６級に８号俸増設）
	無し

	
	現給保障
	激変緩和のための経過措置（３年間の現給保障）
	激変緩和のための経過措置を設定（３年間の現給保障）
	07給与構造改革に伴う現給保障はＨ27年４月１日廃止。

総合的見直しに伴う経過措置→激変を緩和するため所要の経過措置を講ずる必要がある（期限なし）。

	
	Ｈ27年1月1日昇給の1号俸抑制
	有り（見直し初年度の改正原資を得るため）
	無し（行う必要性が小さい）
	有り（初任給を中心とした若年層の給与水準引き上げに要する原資確保のため）（退職予定者除く）

	
	55歳を超える行（一）６級以上相当職員1.5％減額
	廃止とするが、俸給表の引き下げに伴う現給保障期間中は継続。
	給料表の引き下げ措置を講ずることから廃止する必要がある。Ｈ30年３月31日までの間とする。
	無し

	
	手当の見直し
	●地域手当－級地区分を１区分増設。（１級20％、２級16％、３級15％、４級12％、５級10％、６級６％、７級３％）

●広域異動手当の引き上げ－300㎞以上は10％（現行６％）、60㎞以上300㎞未満は５％（現行３％）
●単身赴任手当の引き上げ－基礎額30,000円（現行23,000円）加算額の限度額を70,000円（現行45,000円）

●本府省業務調整手当の引き上げ－係長職６％相当額（現行４％相当）、係員は４％相当額（現行２％相当）
	●地域手当－人事院勧告同様
●単身赴任手当の引き上げ－人事院勧告同様

●寒冷地手当の見直し－新たな気象データに基づき支給地区分を一部見直し（地域事情や近接市町村間のバランスを考慮するというＨ22年勧告の考え方を踏襲。合併市町村の取り扱いは本庁所在地への級地の統合を行わない）
	●地域手当－勤務地が東京都特別区内である職員20％、東京都特別区外である医師職給料表の適用を受ける職員16％
●単身赴任手当の引き上げ－人事院勧告同様


